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県土整備部 

令和６年度当初予算のポイント・主要事業

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 

令和６年度当初予算では、労務単価及び資材価格の高騰を踏まえて公共事業予算を

確保し、生産性向上や効率化のためのデジタル化及び脱炭素社会の実現に向けたグリ

ーン化の観点を取り入れつつ、次の３点を柱に、令和５年度国土強靱化等補正予算と

合わせて切れ目なく取組を進め、施策効果の早期発現を図ります。 

（施策推進の３本柱） 

（１）強靱な県土づくりの強力な推進

近年の激甚化・頻発化する風水害や切迫する地震災害等に屈しない、強靱な県土づ

くりに向けて、緊急輸送道路等の機能強化や土砂災害防止施設の整備、下水道施設の

地震対策など「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を強力かつ計画

的に推進します。 

また、インフラの老朽化対策や流域治水プロジェクトの本格的な展開などを着実に

推進するとともに、住宅・建築物の耐震化促進、水害リスク情報の充実・強化による

住民避難の支援、災害発生時における初動対応の迅速化に向けて危機管理体制の強化

に取り組みます。 

さらに、道路・河川監視カメラや危機管理型水位計によるモニタリング体制の拡充

など、ＩＣＴを活用した施設管理の高度化を進めます。 

（２）暮らしに身近な課題への対応の強化

県民が安全で快適な暮らしを実感できるよう、身近な生活道路におけるすれ違い困

難箇所の解消、渋滞対策などの路線に求められる役割や機能に応じた道路整備を進め

るとともに、道路の除草や雑草抑制対策、舗装修繕を重点的に実施するなど、適切な

道路維持管理を行います。 

また、通学路等の交通安全対策、河川・砂防ダムの堆積土砂の計画的な撤去などに

取り組みます。 

（３）豊かで活力のある地域づくりの推進

県民生活の利便性向上や産業・地域の活性化に向けて、地域間交流を促進する幹線

道路ネットワークの拡充を進めます。 

また、駅前の賑わいを創出するための道路空間再編や、コンパクトで賑わいのある

まちづくり、移住者向けの空き家改修費用支援や県営住宅の空き住戸活用の取組を推

進します。 

さらに、子どもや子育て世帯にも配慮した公園への再整備、観光誘客に資するアク

セス道路の整備、良好な道路空間の形成に向けた街路樹の適切な樹形管理や住民参画

による花植え活動などに取り組みます。
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（公共事業の的確な推進） 

上記３本柱の取組にあたっては、公共事業の効率的かつ円滑な実施・順調な執行と

ともに、県民生活に必要不可欠な社会資本の整備・維持修繕、地域の安全・安心や雇

用の確保など重要な役割を担う地域の建設業が将来にわたって存続できるよう取り組

むことが不可欠です。 

発注業務の効率化に向けた設計積算システムの更新や、不当要求の根絶に取り組む

とともに、建設産業の活性化に向けて、教育機関との連携などによる担い手の確保、

建設ＤＸの普及啓発や受発注者におけるＩＣＴ活用促進などによる生産性の向上、週

休二日制の定着などによる労働環境の改善に取り組みます。 

 

 

２ 主な重点項目 
 

（施策推進の３本柱） 

（１）強靱な県土づくりの強力な推進 

 
◎直轄道路事業                                       ［道路企画課（224-3016）］ 

予算額  １１，４２１，９１８千円 

（14,235,418千円 令和５年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

地方創生や防災・減災、国土強靱化に資する幹線道路ネットワーク構築・機能強化

を促進します。  

  

◎道路改築事業                      [道路建設課（224-2630）] 

予算額  ７，９15，728千円            

（13,691,771 千円 令和５年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

高速道路や国管理の国道を補完し、地域間交流を促進する幹線道路ネットワークの

拡充を進めるとともに、観光復興を支えるアクセス道路等の整備を進めます。また、

身近な生活道路では車両のすれ違いが困難な箇所の解消など、安全で円滑な交通の確

保に向けた整備を進めます。 

 

◎緊急輸送道路等機能確保事業               [道路建設課（224-2672）] 

予算額  8，019，638千円          

（10,648,383千円 令和５年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

緊急輸送道路等の橋の耐震・流失対策、道路の土砂崩れ対策、車両のすれ違い困難

箇所の道幅拡幅を進めます。 

 

◎街路事業                      [都市政策課（224-2706）] 

予算額  １，２３２，３０３千円          

（１，４９４，４６９千円 令和５年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

「三重県無電柱化推進計画」に基づき、台風や地震による電柱倒壊で甚大な被害を受

けやすい市街地の緊急輸送道路において、電線類の地中化を行うなど、街路事業によ

る市町のまちづくりを進めます。 
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◎流域下水道事業                  [下水道事業課（224-2725）] 

予算額  7，156，782千円          

（８，４０７，７８２千円 令和５年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

公共用水域の水質保全と生活環境の改善を図るため、流域下水道の整備を推進する

とともに施設の地震対策や老朽化対策を進めます。 

 

◎流域治水事業                     [河川課（224-2679）] 

予算額  7，787，510千円          

（13,010,833千円 令和５年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

流域全体で行う水災害対策を取りまとめた「流域治水プロジェクト」の取組を進め

ます。治水上、重要度の高い河川の改修を重点的に進めることで治水安全度の向上を

図るとともに、大型水門等の耐震対策を進めます。また、鳥羽河内ダムは、令和10年

度の完成に向けて進捗を図ります。さらに、気候変動をふまえた河川整備計画の策定

を進めます。 

 

◎土砂災害防止対策事業                [防災砂防課（224-2697）] 

予算額  ３，005，183千円          

（4,918,513千円 令和５年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

砂防えん堤や擁壁等の土砂災害防止施設の整備を進めます。また、土砂災害警戒区

域等の指定について基礎調査を進めます。 

 

◎高潮等対策事業                    [港湾・海岸課（224-2690）] 

予算額  ２，５５９，５９３千円          

（3,549,593千円 令和５年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

 

堤防等の高潮・侵食対策、耐震対策、海岸堤防強靱化対策を進めます。 

 

◎港湾事業                      [港湾・海岸課（224-2691）] 

予算額    ６27，4００千円          

（741,200千円 令和５年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

 

港湾施設の定期点検・補修を実施するとともに、岸壁等の老朽化対策を進めます。

また、鳥羽港（中之郷地区）において岸壁の耐震対策を進めます。 

 

◎インフラメンテナンス事業               [道路管理課（224-2677）] 

[河川課（224-2686）] 

[港湾・海岸課（224-2700）] 

[防災砂防課（224-2705）] 

予算額  ３，280，342千円          

（6,334,036千円 令和５年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

老朽化が進んでいる道路・河川・海岸・土砂災害防止施設について、長寿命化計画

に基づく計画的な点検や効果的・効率的な修繕・更新を行います。 
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◎住宅・建築物耐震促進事業              [住宅政策課（224-2720）] 

 [建築開発課（224-2752）] 

予算額    １８８，９３５千円 

木造住宅の耐震診断、耐震改修、除却等を支援するほか、低コストの補強工法の普

及を図るため、設計者や施工者向けの講習会を開催します。また、避難路沿道建築物

の耐震診断や耐震改修等に対する支援を行います。 

 

◎三重四川連合総合水防演習            [施設災害対策課（224-2674）] 

予算額     １７，２４８千円          

水防関係機関の防災体制確立と強化を図るとともに、水防技術の向上伝承及び水防

知識の普及と理解、さらには水防意識の向上を図るため、水防演習を実施します。 

 

◎道路ＤＸ事業                     [道路管理課（224-2677）] 

予算額     ２７，３００千円          

平常時や災害時における道路観測体制を拡充するため、道路ＤＸ中期計画に基づき

道路の監視カメラ設置を進めます。 

 

◎河川ＤＸ事業                      [河川課（224-2682）] 

予算額     ３３，０００千円          

水防活動や住民の適切な避難行動を促すため、河川ＤＸ中期計画に基づき河川の監

視カメラや危機管理型水位計の設置を進めます。 

 

 

（２）暮らしに身近な課題への対応の強化 

 

◎道路改築事業【再掲】                   [道路建設課（224-2630）] 

予算額  ７，９15，728千円          

（13,691,771 千円 令和５年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

高速道路や国管理の国道を補完し、地域間交流を促進する幹線道路ネットワークの

拡充を進めるとともに、観光復興を支えるアクセス道路等の整備を進めます。また、

身近な生活道路では車両のすれ違いが困難な箇所の解消など、安全で円滑な交通の確

保に向けた整備を進めます。 

 

◎道路維持管理事業                  [道路管理課（224-2675）] 

予算額   8,304,920千円          

道路利用者が安全・安心・快適に利用できるよう、老朽化が進行する舗装等の道路

施設の修繕を進めるとともに、交通安全上支障となる箇所の道路除草や雑草抑制対策

を進めます。また、街路樹の樹形管理を地域の特性に応じて進めるとともに、花植え

活動等を実施し、良好な道路空間の形成を進めます。 

道路施設の脱炭素化に向けて、トンネル照明灯のＬＥＤ化を計画的に進めます。 
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◎交通安全対策事業                  [道路管理課（224-2677）] 

予算額   １，７４４，７１４千円          

（1,870,714千円 令和５年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

通学路交通安全プログラムに基づく対策箇所や事故危険箇所等について、関係者と 

連携しながら、着実に対策を進めます。 

 

◎堆積土砂対策事業                    [河川課（224-2686）] 

                   [防災砂防課（224-2705）] 

予算額  ４，６３４，０００千円          

河川や砂防えん堤に堆積した土砂の撤去、樹木の伐採を進めます。 

 

◎海岸漂着物等地域対策推進事業            [港湾・海岸課（224-2700）] 

予算額     ３０，０００千円          

海岸における良好な環境の保全を図るため、海岸漂着物や流木等の撤去を行います。 

 

◎港湾管理費（放置船舶の撤去・処分）          [港湾・海岸課（224-2700）] 

予算額     ３０，０００千円          

港湾区域等において良好な環境を保全するため、所有者不明の放置船舶の撤去・処

分及びその対策を行います。 

 

◎流域下水道事業 【再掲】                [下水道事業課（224-2725）] 

予算額  7，156，782千円          

（８，４０７，７８２千円 令和５年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

公共用水域の水質保全と生活環境の改善を図るため、流域下水道の整備を推進する

とともに施設の地震対策や老朽化対策を進めます。 

 

◎空き家対策支援事業                  [住宅政策課（224-2720）] 

予算額    2１，０２２千円          

移住者の住まいを確保するための空き家リフォームや特定空家等の除却を支援しま

す。また、県民の皆さん等を対象にした空き家の適正管理や活用に係るセミナーを開

催します。 

 

◎（一部新）公営住宅管理事業              [住宅政策課（224-2703）] 

予算額   ７４３，０７２千円 

県営住宅の管理を適切に行うとともに、移住定住を促進するため、県営住宅の空き

住戸を活用し、お試し住宅や定住用住宅を提供します。 

 

◎公営住宅建設事業                   [住宅政策課（224-2703）] 

予算額   ２７２，９９６千円          

既存県営住宅の施設の長寿命化のため、外壁改修および屋上防水改修工事等を行う

とともに、居住性を高めるため、バリアフリー改修や子育て世帯向けの住戸内の改修

工事を行います。 
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◎建築基準法施行事業                  [建築開発課（224-2752）] 

予算額     １０，９９０千円          

不特定多数の者が利用する既存建築物の適正な維持保全のための指導・助言を行う

とともに、新築建築物等の完了検査など建築基準法の遵守を促します。 

 

 

（３）豊かで活力のある地域づくりの推進 

 

◎直轄道路事業【再掲】                  [道路企画課（224-3016）] 

予算額 １１，４２１，９１８千円          

（14,235,418千円 令和５年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

 

地方創生や防災・減災、国土強靱化に資する幹線道路ネットワーク構築・機能強化

を促進します。 

 

◎道路改築事業【再掲】                 [道路建設課（224-2630）] 

予算額   ７，９15，728千円          

（13,691,771 千円 令和５年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

 

高速道路や国管理の国道を補完し、地域間交流を促進する幹線道路ネットワークの

拡充を進めるとともに、観光復興を支えるアクセス道路等の整備を進めます。また、

身近な生活道路では車両のすれ違いが困難な箇所の解消など、安全で円滑な交通の確

保に向けた整備を進めます。 

 

◎道路調査事業                    [道路企画課（224-2739）] 

予算額    ５３，５５０千円          

地域の自立的発展や地域間の連携を支える高規格道路の早期整備や事業化に向け、

調査・検討を進めます。また、津駅周辺において、道路空間の再編に向けて、歩道空

間拡張の計画を具体化（概略設計等）します。 

 

◎都市計画策定事業                  [都市政策課（224-2718）] 

予算額   ６４，０１５千円          

コンパクトで賑わいのあるまちづくりを進めるため、立地適正化計画策定や都市計

画決定（変更）の基礎資料となる、人口規模や土地利用等に関する現況および将来の

見通しについての基礎調査を行います。また、「花とみどりの三重づくり基本計画」

に基づき、啓発活動を行うなど花とみどりの活用を推進します。 

 

◎空き家対策支援事業【再掲】               [住宅政策課（224-2720）] 

予算額   2１，０２２千円          

移住者の住まいを確保するための空き家リフォームや特定空家等の除却を支援しま

す。また、県民の皆さん等を対象にした空き家の適正管理や活用に係るセミナーを開

催します。 
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◎（一部新）公営住宅管理事業【再掲】           [住宅政策課（224-2703）] 

予算額  ７４３，０７２千円 

県営住宅の管理を適切に行うとともに、移住定住を促進するため、県営住宅の空き

住戸を活用し、お試し住宅や定住用住宅を提供します。 

 

◎都市公園整備事業                  [都市政策課（224-2706）] 

予算額  ８7５，４５３千円          

（9１０，８０７千円 令和５年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

子どもや子育て世帯にも配慮した公園への再整備や、安全・安心を確保する老朽化

対策等を推進します。 

 

 

（公共事業の的確な推進） 

 

◎公共事業評価制度事業              [公共事業運営課（224-2915）] 

予算額       ８０２千円          

「三重県公共事業評価審査委員会」を開催し、公共事業の再評価・事後評価を行う

ことにより、公共事業を取り巻く状況の変化に対応し、適正な執行を行います。 

 

◎入札等監視委員会開催事業               [建設業課（224-2723）] 

予算額       ３９６千円          

「三重県入札等監視委員会」を開催し、公共工事の公正性・透明性を確保しつつ、

公共事業を取り巻く状況の変化に対応した入札契約制度の改善、適正な運用を行いま

す。 

 

◎公共工事設計積算システム事業            [技術管理課（224-2208）] 

予算額    134，４94千円          

積算基準や設計単価等に基づいて、公共事業の予定価格を算出するために使用する

設計積算システムの更新を行います。 

 

◎公共事業支援統合情報システム事業          [技術管理課（224-2208）] 

予算額   111，４63千円          

公共事業で電子納品された成果品を、電子データとして集積し一括管理するために

使用する統合データベースの更新を行います。 

 

◎（新）三重県建設産業活性化プラン推進事業     [公共事業運営課（224-2915）] 

予算額     9,194千円          

  建設産業の活性化に向けて、建設業における担い手確保や生産性の向上、労働環境

の改善の取組を実施するとともに、その取組の効果を検証することにより、計画的か

つ着実に取組を進めます。 



（単位：千円）

通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等

(104,970,732) (90,123,367) (14,847,365) (113,644,644) (90,696,195) (22,948,449) (108%) (101%) (155%)

90,123,367          90,123,367          -                      90,696,195          90,696,195          -                      101% 101% -               

(154,396) (154,396) -                      (128,234) (128,234) -                      (83%) (83%) -               

154,396 154,396 -                      128,234 128,234 -                      83% 83% -               

(25,975,605) (25,876,005) (99,600) (25,980,610) (24,729,610) (1,251,000) (100%) (96%) (1,256%)

25,876,005 25,876,005 -                      24,729,610 24,729,610 -                      96% 96% -               

(131,100,733) (116,153,768) (14,946,965) (139,753,488) (115,554,039) (24,199,449) (107%) (99%) (162%)

116,153,768         116,153,768         -                      115,554,039         115,554,039         -                      99% 99% -               

（単位：千円）

通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等

(35,797,977) (25,018,583) (10,779,394) (43,481,521) (25,168,829) (18,312,692) (121%) (101%) (170%)

25,018,583          25,018,583          -                      25,168,829          25,168,829          -                      101% 101% -               

(18,958,013) (14,890,042) (4,067,971) (18,421,099) (13,785,342) (4,635,757) (97%) (93%) (114%)

14,890,042          14,890,042          -                      13,785,342          13,785,342          -                      93% 93% -               

24,776,024          24,776,024          -                      25,948,164          25,948,164          -                      105% 105% -               

(79,532,014) (64,684,649) (14,847,365) (87,850,784) (64,902,335) (22,948,449) (110%) (100%) (155%)

64,684,649          64,684,649         -                      64,902,335          64,902,335         -                      100% 100% -               

1,448,694            1,448,694            -                      2,226,423            2,226,423            -                      154% 154% -               

(7,398,827) (7,398,827) -                      (6,639,581) (6,639,581) -                      (90%) (90%) -               

7,398,827            7,398,827            -                      6,639,581            6,639,581            -                      90% 90% -               

(88,379,535) (73,532,170) (14,847,365) (96,716,788) (73,768,339) (22,948,449) (109%) (100%) (155%)

73,532,170          73,532,170          -                      73,768,339          73,768,339          -                      100% 100% -               

16,591,197          16,591,197          -                      16,927,856          16,927,856          -                      102% 102% -               

(104,970,732) (90,123,367) (14,847,365) (113,644,644) (90,696,195) (22,948,449) (108%) (101%) (155%)

90,123,367          90,123,367          -                      90,696,195          90,696,195          -                      101% 101% -               
合　　計

公
 

共
 

事
 

業

県 単 公 共 事 業

災 害 復 旧 事 業

小　　計

計

受 託 公 共 事 業

そ の 他 事 業
（ 非 公 共 事 業 ）

国 補 公 共 事 業

直 轄 事 業

令和６年度当初予算 会計別・事業別一覧表（県土整備部）

特 別 会 計
【 港 湾 整 備 事 業 】

令和５年度
当初予算　Ａ

令和６年度
当初予算　Ｂ

対前年度比
Ｂ／Ａ区　　分

１ 会計別総括表　　　

令和６年度
当初予算　Ｂ

令和５年度
当初予算　Ａ

企 業 会 計
【 流 域 下 水 道 事 業 】

一 般 会 計

２ 事業別総括表 （一般会計）

対前年度比
Ｂ／Ａ区　　分

合　　計

県
土
整
備
部

８



３ 主な事業別明細表（一般会計） （単位：千円）

通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等

(14,756,030) (5,454,017) (15,056,630) (10,624,896) (127%) (102%) (195%)

14,756,030 - 15,056,630 - 102% 102% - 

(5,745,167) (4,163,177) (5,750,403) (5,612,830) (115%) (100%) (135%)

5,745,167 - 5,750,403 - 100% 100% - 

(2,415,740) (1,099,700) (2,406,650) (1,785,800) (119%) (100%) (162%)

2,415,740 - 2,406,650 - 100% 100% - 

(1,828,650) (62,500) (1,682,150) (289,166) (104%) (92%) (463%)

1,828,650 - 1,682,150 - 92% 92% - 

272,996 - 272,996 - 100% 100% - 

(25,018,583) (10,779,394) (25,168,829) (18,312,692) (121%) (101%) (170%)

25,018,583 - 25,168,829 - 101% 101% - 

(12,301,918) (2,276,167) (11,421,918) (2,813,500) (98%) (93%) (124%)

12,301,918 - 11,421,918 - 93% 93% - 

(2,316,473) (1,653,450) (2,316,473) (1,813,903) (104%) (100%) (110%)

2,316,473 - 2,316,473 - 100% 100% - 

(258,593) (130,000) (33,893) (0) (9%) (13%) (0%)

258,593 - 33,893 - 13% 13% - 

(13,058) (8,354) (13,058) (8,354) (100%) (100%) (100%)

13,058 - 13,058 - 100% 100% - 

(14,890,042) (4,067,971) (13,785,342) (4,635,757) (97%) (93%) (114%)

14,890,042 - 13,785,342 - 93% 93% - 

8,237,633 - 8,457,112 - 103% 103% - 

16,134,017 - 17,127,917 - 106% 106% - 

404,374 - 363,135 - 90% 90% - 

24,776,024 - 25,948,164 - 105% 105% - 

(64,684,649) (14,847,365) (64,902,335) (22,948,449) (110%) (100%) (155%)

64,684,649 - 64,902,335 - 100% 100% - 
合　　　計

直
轄
事
業

道 路 事 業

河川砂防事業

港 湾 事 業

公 園 事 業

計

計

県
単
公
共
事
業

建 設

維 持

調 査 等

対前年度比
Ｂ／Ａ

道 路 事 業

河川砂防事業

令和５年度
当初予算　Ａ

区　　　　　　　　分
令和６年度

当初予算　Ｂ

国
補
公
共
事
業

住 宅 事 業

(20,210,047) (25,681,526)

14,756,030 15,056,630

(9,908,344) (11,363,233)

5,745,167 5,750,403

計

(3,515,440) (4,192,450)

2,415,740 2,406,650

25,168,829

(35,797,977) (43,481,521)

25,018,583

港湾海岸事業

都市計画事業

272,996272,996

(1,891,150)

1,828,650 1,682,150

(1,971,316)

2,316,473

(18,958,013)

11,421,918

(14,578,085) (14,235,418)

25,948,164 

17,127,917 

363,135 

8,457,112 

(33,893)

14,890,042 13,785,342

33,893

(18,421,099)

(21,412)

13,058 

(79,532,014) (87,850,784)

64,684,649

12,301,918

2,316,473

258,593

(21,412)

13,058 

(388,593)

64,902,335

8,237,633 

16,134,017 

24,776,024 

(3,969,923) (4,130,376)

404,374 

県
土
整
備
部

９



（単位：千円）

(14,120,626) (14,814,520) (105%)

14,120,626           14,814,520           105%

(14,100,486) (14,555,164) (103%)

14,100,486           14,555,164           103%

(20,140) (259,356) (1,288%)

20,140                 259,356               1288%

(53,608) (268,123) (500%)

53,608                 268,123               500%

(11,195,481) (10,792,666) (96%)

11,095,881           9,541,666             86%

(11,875,119) (11,425,446) (96%)

11,775,519           10,174,446           86%

(8,849,201) (8,407,782) (95%)

             8,749,601              7,156,782 82%

(99,600) (1,251,000) (1256%)

                        -                         -                         -

(△679,638) (△632,780) (93%)

△ 679,638 △ 632,780 93%

※ 各表の令和５年度当初予算の各欄の（　　）書きは、国の補正予算に係る令和４年度１月補正予算計上額を合算しています。

※ 各表の令和６年度当初予算の各欄の（　　）書きは、国の補正予算に係る令和５年度１２月補正予算および２月補正予算計上額を合算しています。

※ 各表の令和５年度当初予算の「国土強靱化等」欄は、国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を含めた国の補正予算に係る令和４年度１月補正予算計上額を示しています。

また、令和６年度当初予算の「国土強靱化等」欄は、国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を含めた国の補正予算に係る令和５年度１２月補正予算および２月補正予算

計上額を示しています。

※ 「１ 会計別総括表」の「企業会計【流域下水道事業】」欄は、「４ 企業会計（流域下水道事業）の概要」の収益的支出および資本的支出の合計を示しています。

４ 企業会計（流域下水道事業）の概要

令和５年度
当初予算

Ａ

令和６年度
当初予算

Ｂ

対前年度比
Ｂ／Ａ

うち、建設改良費

うち、国土強靱化
等

資本的収支差
 (ｳ)-(ｴ)

収益的収入 (ｱ)

収益的支出 (ｲ)

収益的収支差
 (ｱ)-(ｲ)

純損益（税抜き）

資本的収入 (ｳ)

資本的支出 (ｴ)

県
土
整
備
部

１
０
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